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自然災害と景気変動
― ECVARモデルによる分析 ―

呉 相根＊

�．はじめに

近年、地球温暖化による気候変化が経済活動

に及ぼす影響に対して大きな関心が集まってい

る。Barro（２００６、２００９）は、たびたび発生し

ている経済的災難（戦争、景気停滞、金融危機

等）による後生費用が持続的に発生する景気変

動による後生費用よりも大きいと推定したこと

がある。経済的災難による後生費用は GDPの

２０％程度である反面、普通の景気変動の場合は

１．５％にすぎないことと推定された。途上国の

場合、先進国に比べて頻繁かつ規模も大きな自

然災害による費用発生が主なことになるが、国

民に与える平均的な被害はもっと大きいと推定

された１）。２０１０年のハイチ共和国とチリ国の地

震、２０１１年の日本の地震等がその代表的な事例

である。

本研究は、自然災害のような供給衝撃が実質

経済活動（実質 GDP）に及ぼす影響を分析し、

政策的な示唆点を模索するのが目的である。こ

こでは、韓国の自然災害による被害額を１９７０年

から２００４年までのデータをもとに、Error Correc-

tion VAR Modelを利用して推定する。VARモ

デルに使用する変数は、公共部門と民間部門の

経済的損失額そして GDPである。データはす

べて２０００年の物価を基準とした実質値を使用す

る。まず、GDPにおける自然災害の経済的損

失比率は、１９７０年代は最小０．４０％（１９７５年）か

ら最大８．２４％（１９７０年）まで、１９８０年代は最小

０．０４％（１９８５年）から最大０．５３％（１９９０年）ま

で、２０００年代は最小０．１２％（２０００年）から最大

０．９７％（２００２年）までである。この指標は、人

的被害を金額で算入してないので、被害額が過

少推定されている問題を含んでいる。

�．災害状況

韓国の消防防災庁の統計によると、最近１０年

間自然災害による被害規模から見ると、江原地

域は人命被害が人口１万名当たり１．６名、財産

被害も総被害額が６兆４千億ウォン、復旧費９

兆３千億ウォンにのぼるなど、全国から一番被

害が大きいと集計された。韓国の気象災害によ

る総被害額が１９９０年代６兆ウォンから２０００年代

１９兆ウォンに３倍に急増しており、科学者たち

は持続的に増加すると展望している。１９１６年以

降、財産被害の３０位までの順位をみると、２０００

年―２００９年の間に９回、１９９０年―１９９９年の間に

８回、１９８０年―１９８９年の間に６回、１９７０年―１９７９

年の間に４回、１９６９年以前３回で大半が１９８０年

代以降に集中している。１９６０年以降１０年間単位

からみた年平均被害額の規模は次の表１及び表
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２のとおりである。

物価上昇率を考慮した実質 GDP対比被害額

の推移をみると、１９７０年代初めには実質被害が

GDP対比１％から８％まで大きくなっていた

が、１９８０年代以降には１％未満にとどまってい

る。これは、韓国経済の成長と都市化の進展に

よる実質 GDPが大きく増加したからであると

見られる。

一方、アジア地域の場合、低地帯国・低所得

国に被害が集中している。災害危険度からみた

アジア地域の都市としては日本の東京・大阪・

神戸・京都が最も高いと推定された。これは、

自然災害の中で地震発生頻度が高いためである

と判断する。（表３参照）

世界的な自然災害被害は最近に著しく、アジ

ア地域の人命と財産被害が占める比重が大き

く、発生件数が３８％、人命被害（死亡者数）が

５４％、移住者数が９０％、経済的損失が４２％を占

めている（表４参照）。２０１０年と２０１１年の全世

界的な自然災害の被害額は、天文学的に増加し

ているが、これは日本と中国の地震と水害によ

るものと見られる。

表１ 期間別被害額

期間 被害額（億ウォン）

１９６１年―１９７０年 １２７６．７

１９７１年―１９８０年 ２０３３．６

１９８１年―１９９０年 ５８００．３

１９９１年―２０００年 ６９５３．８

２００１年―２０１０年 １兆９０４５．７
注：年平均（当該年度価格基準）
資料：韓国消防防災庁『災害年報２００９』２０１０年。

表２ 被害額優先順位

順位 年
死亡・失踪

（人）

被災者

（人）

財産被害額

（億ウォン）
順位 年

死亡・失踪

（人）

被災者

（人）

財産被害額

（億ウォン）

１ ２００２ ２７０ ７１，２０４ ７５，１０４ １６ １９７９ ４２３ ３０，３３１ ５，１９４

２ ２００３ １４８ ６３，１３３ ５２，９６６ １７ １９８０ ２７９ ５３，８６０ ４，６７２

３ ２００６ ６３ ２，８８３ ２１，３５５ １８ １９８４ ２６５ ３６４，２３６ ４，５５０

４ １９８７ １，０２２ ２７２，２７７ １９，６４５ １９ １９８６ １５６ ９９，１１４ ４，３８１

５ １９９８ ３８４ ３０，３０８ １９，２６８ ２０ １９６９ ６９９ ３４１，８７５ ４，０７７

６ ２００１ ８２ ４，１６５ １５，３７６ ２１ １９３６ １，９１６ － ３，８５５

７ １９９９ ８９ ２６，６５６ １５，１６４ ２２ １９５９ ７８１ － ３，８４９

８ ２００４ １４ ８，８１４ １３，９３８ ２３ １９７２ ８５２ ６５６，３６１ ３，４８４

９ ２００５ ５２ ９，９１４ １１，６４３ ２４ １９９３ ６９ １３，７７９ ３，１０５

１０ １９９０ ２５７ ２０３，３１４ １１，１１２ ２５ ２００９ １３ １１，９３１ ２，９８８

１１ １９８９ ３０７ ９２，５９３ ９，８０３ ２６ ２００７ １７ ６７５ ２，７３０

１２ １９９５ １５８ ３０，４０８ ８，８０７ ２７ １９９７ ３８ ６，２９６ ２，６０７

１３ ２０００ ４９ ３，６６５ ７，８６６ ２８ １９７０ ２６７ ２２８，７８８ ２，５７９

１４ １９９６ ７７ １８，６８６ ６，８５０ ２９ １９８５ ２５０ ７２，２５７ ２，５０９

１５ １９９１ ２４０ ２９，５７３ ６，３２０ ３０ １９７７ ３４５ ７３，４８４ ２，４６９

注：１９１６年―２００９年（当該年度価格基準）。
資料：韓国消防防災庁『災害年報２００９』２０１０年。
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�．計量分析（Error Correction VAR分
析）

気象災害が景気変動及び経済成長に及ぼす影

響との因果関係、すなわち、気象災害が経済成

長を阻害するのか、それとも経済成長によって

都市化等が気象災害を招いたものか（いわゆる

人災）について検討を行う。

１．データ

気象災害被害額は、韓国の消防防災庁『災害

年報２００４』２００５年を利用した。実質被害額を算

出するため、２００４年の物価を基準に換算した

（『災難防災』２００６年の資料使用）。実質 GDP

は韓国銀行の資料を利用した。

２．データの特性

気象災害による被害は民間部門が負担する部

分（以下、民間部門被害額）と被害復旧のため

の公共部門の支出（以下、公共部門被害額）に

区分する。これらの被害額の特性は、次のとお

りである。

データは時系列の不安定性を除去するため、

次のように変換した。気象災害による公共復旧

費と民間部門被害額の変動分（dlnpublic, dlnpri-

vate）、１年移動平均値の変動分（mapublic, mapri-

vate）、３年移動平均値の変動分（mapublic3，

maprivate3）を利用した。したがって、変換さ

れたデータは気象災害被害額の純変動値といえ

る。通常、景気変動の場合は経済規模を時間の

経過につれて増加する部分から趨勢（trend）

を除去して算出するが、気象災害は強固な外因

性（exogeneity）によってその一般的な変動性

を計測することが困難である。したがって、気

象災害の被害額の一般的な変動値を計測するた

め、本研究では、災害発生による被害額をそれ

ぞれ１年と３年の移動平均値を利用してスムー

表３ 世界の主要都市災害危険度指数

都市・地域 国 災害危険度指数

東京地域 日本 ７１０．０

サンフランシスコ地域 米国 １６７．０

大阪・神戸・京都地域 日本 ９２．０

香港地域 中国 ４１．０

ソウル・仁川地域 韓国 １５．０

資料：Munich Re Group、２００５年。

表４ 世界の地域別災害状況（１９８０年―２００８年）

災害件数

（件）

死亡者数

（人）

被害者数

（百万人）

経済的損失

（億 US$）

アフリカ １，６９９ ７０８，７１２ ３１９．５ ２４１

アメリカ ２，１０１ １５４，６６２ １６５．７ ６，０４２

アジア ３，３４１ １，１４４，００５ ４，７４２ ６，７３５

ヨーロッパ １，１９０ １２１，６４４ ３３．１ ２，６６９

オセアニア ３８０ ４，４５３ １９．１ ２５８

計 ８，７１１ ２，１３３，４７７ ５，２７９ １５，９４５

アジア比率（％） ３８．３５ ５３．６２ ８９．８１ ４２．２４

資料：EM-DAT, The OFDA/CRED International Disaster Database, Universite atholique de
Louvain, Vol.11. No.8.
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ジング（smoothing）した。

このように変換されたデータから確認できた

ことは、１９７０年代初めの経済成長初期には、気

象災害による民間部門の被害の幅が公共部門の

被害の幅より大きかったが、経済成長が安定期

に入り、民間部門の事前対応的な災害準備に

よって被害額の変動水準が低くなっていること

がわかった。しかし、１９９０年代中ごろ以降にあ

らわれた民間部門の被害額は、相対的に変動周

期の長期化が持続したことで小幅に増加したこ

とがわかった。

３．ECVARモデル

構造方程式がもつ擬似回帰（spurious regres-

sion）を解消するための対案として、多様な縮

約型モデルを用いる。ここでは ECVAR（error

correction vector autoregressive）を採用する。VAR

は、システム内部にある変数の数だけの線型方

程式で構成され、各方程式は各変数の現在観測

値を従属変数（内生変数）とし、自身と他の変

数の過去観測値を説明変数（外生変数）として

設定する。このモデルのメリットは単一変数の

自記回帰の影響を分析できるとともに、システ

ム・ベクター内のすべての変数間の総合関係が

分析できるということである。

４．データの安定性点検

� 単位根検定

通常的な安定性検定方法として単位根検定で

ある ADF検定（Augmented Dickey-Fuller test）

の結果は、表５のとおりである。検定結果をみ

ると、４つの変数が不安定的な時系列をもつも

のの、一次差分（first order difference）変数は、

帰無仮説を棄却できると推計された。

� 共積分検定

気象災害関連の時系列が単位根検定によって

不安定的に判別できても擬似回帰現象が発生し

ないこともあるので、これは二つまたはそれ以

上の時系列過程が個別的に不安定的であっても

これらの線型結合は安定的になることがあるか

らである。したがって、共積分検定が必要であ

る。共積分関係が存在する際、それ以上擬似回

帰現象が発生しないことになる。一端、共積分

関係が存在すると判定された場合、誤差修正モ

デル（ECM）の利用が通常である。最尤法推

定法（maximum likelihood estimation method）を

利用した Johansen共積分検定結果は、表６の

とおりである。この表は GDP、民間部門と公

共部門の災害被害額の変数ベクトルに対する共

積分関係を Trace統計量とMaimum Eigenvalue

統計量を利用して検定した結果で、臨界値５％

で１個の共積分が存在することをあらわした。

これは変数ベクトルを利用した VARシステム

が長期的に安定関係を強くあらわしてくれない

ことに見られる。

� 因果関係分析：３変数 VAR

ここでは、各時系列変数（GDP、public cost、

private cost）が１次差分を通じて安定化できる

表５ ADF検定結果

ADF test t-value Prob

Ln(Cost)

DLn(Cost)

‐２．３９９４１７

‐９．０８０７６５＊＊＊
０．１４９６

０．００００

Ln(Public)

DLn(Public)

‐２．３６４８２１

‐６．４６７５４３＊＊＊
０．０１５９

０．００００

DLn(Private)

DLn(Private)

‐０．７８９７９５

‐７．０５７４２０＊＊＊
０．８０８１

０．００００

Ln(GDP)

DLn(GDP)

‐１．６１７９６６

‐４．９０２９０１＊＊＊
０．４６２４

０．０００４

注１：各 ADF検定結果、モデルの最適時差は０（ゼ
ロ）である。

注２：「＊＊＊」は、１％有意水準で帰無仮説が棄却
される。
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不安定な時系列であることを考慮し、差分変数

のみで構成された差分 VARモデルによる因果

関係を分析する。ここで、Grangerは因果関係

検定係数ベクトルである。

変数間の因果関係検定結果、GDPのみが気

象災害による公共部門の被害額に Grangerの因

果性があると推定された。すなわち、景気変動

が公共部門の復旧費支出規模に直接的な原因に

なりうると解釈できる。これは、政府の復旧費

支出規模が景気不況によって予算制約を受けて

いることを意味する。

�．分析結果

１．有意義な結果

衝撃反応関数を分析して得られた統計的に有

意な結果は、図１にあらわれたように、第１に、

民間部門と公共部門に与える災害被害額の

GDPに対する反応は類似であり、時差にした

がって同期（contemporaneous）するが、その

規模は異なる。すなわち、公共部門の場合、GDP

の変化による災害被害程度が民間部門に比べて

急激である。第２に、民間部門に気象災害によ

る外部衝撃が生じる場合、公共部門に与える被

害額の影響はその反対のケースより少ない。第

３に、これらの事実をもとに公共部門の場合、

災害被害に対する準備が民間部門に比べて相対

的に硬直的であると推察できる。

このような結果は非常に意味深い政策的な示

唆点を提供している。民間部門は経済発展過程

からあらわれる所得増加によって災害に対する

対応手段（mitigation）がある程度講じられる

ことである。しかし、公共部門の事前対策や事

後対策は費用効率的（cost effective）な対応が

できなかったと解釈できる。

表６ 共積分

Hypothesized

No. of CE(s)
Eigenvalue

Max-Eigen

Stat.
Trace Stat.

0.05

Critical Vaue
Prob.

None 0.642954 32.95648 48.02565 21.13162 0.0007

At most 1 0.314615 12.08879 15.06917 14.26460 0.1073

At most 2 0.088931 2.980377 2.980377 3.84166 0.0843

表７ 因果関係検定結果

帰無仮説（H-null） t-statistic Prob.

DLNPUBLIC does not Granger cause DLNGDP

DLNGDP does not Granger cause DLNPUBLIC

0.23248

4.14239＊＊

0.79426

0.02794

DLNPRIVATE does not Granger cause DLNGDP

DLNGDP does not Granger cause DLNPRIVATE

0.31103

0.46302

0.73548

0.63467
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1.01793
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0.75253

注：「＊＊」は、５％有意水準で棄却。
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図１ 衝撃反応関数の推定結果
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２．既存研究結果との関連

Noy and Nualsri（２００７）及び Jaramillo（２００９）

は、自然災害が景気委縮を招きする副作用を指

摘した２）。Raddatz（２００９）は累積的衝撃反応関

数を利用して単一気候変化による影響の９０％は

当該年度に発生するが、その累積的影響は無視

できない程度に大きいと推定した。それで一人

当たり GDP成長率が長期的に０．６％程度減少す

ると推定結果を発表した。また同研究者は自然

災害による公共財政部門の復旧費用支出の正確

な推定は多様な災害緩和手段、例えば事前的予

防手段としての災害保険、災害財源調達用債権

（CAT Bonds）等の選択より必ず先行しなけれ

ばならないと主張した。この観点から本研究を

拡張すれば有意義な結果が得られると期待され

る。

充分な被害復旧支出によって得られる景気安

定化の財政政策（counter-cyclical fiscal policies）

は、予算制約と政治的難関に直面するのがとく

に途上国の現実である。これによって自然災害

は途上国にもっと大きな副作用が生じる。これ

が復旧の明確な目標と予算査定の効率性が強調

される理由である。Ilzetzki and Végh（２００８等）

の研究は、先進国の場合、景気安定化の財政政

策が施行される傾向が多いであるが、途上国の

場合、景気に同行する景気不安定化の財政政策

が施行される理由の一つである。３）

３．示唆点

この研究結果から次のような示唆点と政策的

な含意を導くことができる。まず、被害復旧の

ための財政支出の景気安定化効果の拡大が必要

である。次に、事前的な予防及び災害緩和手段、

例えば災害保険、災害財源調達用債権（CAT

bonds）等の開発と拡大普及が必要である。こ

れを通じて費用効率的（cost-effective）な対策
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注

が講じられなければならない。最後に、気候温

暖化防止のための炭素削減対策が必要である。
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